
規 則

�愛媛県規則第４６号
養育医療の給付等に要する費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年７月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

養育医療の給付等に要する費用の徴収に関する規則の一部を改正する規則

養育医療の給付等に要する費用の徴収に関する規則（昭和６２年愛媛県規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条関係）

徴 収 基 準 額 表

別表第１（第３条関係）

徴 収 基 準 額 表

世帯の階層区分 療育の給付 世帯の階層区分 療育の給付

階層

区分
定義

徴収基準額

（月額）

加算基準額

（月額）

階層

区分
定義

徴収基準額

（月額）

加算基準額

（月額）

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）による被保護世

帯（単給世帯を含む。）及

び中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関す

る法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付受給世

帯

円

０

円

０ Ａ 生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）による被保護世

帯（単給世帯を含む。）

円

０

円

０

Ｂ～

Ｃ２

省略

Ｂ～

Ｃ２

省略

Ｄ１ Ａ階層

及びＢ

階層を

除き、

前年分

の所得

税の課

税世帯

であつ

て、そ

の所得

税の額

２，４００円以下 ６，９００ ６９０ Ｄ１ Ａ階層

及びＢ

階層を

除き、

前年分

の所得

税の課

税世帯

であつ

て、そ

の所得

税の額

４，８００円以下 ６，９００ ６９０

Ｄ２ ２，４０１円から

４，８００円まで

７，６００ ７６０ Ｄ２ ４，８０１円から

９，６００円まで

７，６００ ７６０

Ｄ３ ４，８０１円から

８，４００円まで

８，５００ ８５０ Ｄ３ ９，６０１円から

１６，８００円まで

８，５００ ８５０

Ｄ４ ８，４０１円から

１２，０００円まで

９，４００ ９４０ Ｄ４ １６，８０１円から

２４，０００円まで

９，４００ ９４０

Ｄ５ １２，００１円から

１６，２００円まで

１１，０００ １，１００ Ｄ５ ２４，００１円から

３２，４００円まで

１１，０００ １，１００

Ｄ６ １６，２０１円から

２１，０００円まで

１２，５００ １，２５０ Ｄ６ ３２，４０１円から

４２，０００円まで

１２，５００ １，２５０
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Ｄ７ の区分

が次の

区分に

該当す

る世帯

２１，００１円から

４６，２００円まで

１６，２００ １，６２０ Ｄ７ の区分

が次の

区分に

該当す

る世帯

４２，００１円から

９２，４００円まで

１６，２００ １，６２０

Ｄ８ ４６，２０１円から

６０，０００円まで

１８，７００ １，８７０ Ｄ８ ９２，４０１円から

１２０，０００円まで

１８，７００ １，８７０

Ｄ９ ６０，００１円から

７８，０００円まで

２３，１００ ２，３１０ Ｄ９ １２０，００１円から

１５６，０００円まで

２３，１００ ２，３１０

Ｄ１０ ７８，００１円から

１００，５００円まで

２７，５００ ２，７５０ Ｄ１０ １５６，００１円から

１９８，０００円まで

２７，５００ ２，７５０

Ｄ１１ １００，５０１円から

１９０，０００円まで

３５，７００ ３，５７０ Ｄ１１ １９８，００１円から

２８７，５００円まで

３５，７００ ３，５７０

Ｄ１２ １９０，００１円から

２９９，５００円まで

４４，０００ ４，４００ Ｄ１２ ２８７，５０１円から

３９７，０００円まで

４４，０００ ４，４００

Ｄ１３ ２９９，５０１円から

８３１，９００円まで

５２，３００ ５，２３０ Ｄ１３ ３９７，００１円から

９２９，４００円まで

５２，３００ ５，２３０

Ｄ１４ ８３１，９０１円から

１，４６７，０００円まで

８０，７００ ８，０７０ Ｄ１４ ９２９，４０１円から

１，５００，０００円まで

８０，７００ ８，０７０

Ｄ１５ １，４６７，００１円から

１，６３２，０００円まで

８５，０００ ８，５００ Ｄ１５ １，５００，００１円から

１，６５０，０００円まで

８５，０００ ８，５００

Ｄ１６ １，６３２，００１円から

２，３０２，９００円まで

１０２，９００ １０，２９０ Ｄ１６ １，６５０，００１円から

２，２６０，０００円まで

１０２，９００ １０，２９０

Ｄ１７ ２，３０２，９０１円から

３，１１７，０００円まで

１２２，５００ １２，２５０ Ｄ１７ ２，２６０，００１円から

３，０００，０００円まで

１２２，５００ １２，２５０

Ｄ１８ ３，１１７，００１円から

４，１７３，０００円まで

１４３，８００ １４，３８０ Ｄ１８ ３，０００，００１円から

３，９６０，０００円まで

１４３，８００ １４，３８０

Ｄ１９ ４，１７３，００１円以上 全額 左の支払命

令・徴収基

準額の１０パ

ーセントに

相 当 す る

額。ただし、

そ の 額 が

１７，１２０円に

満たない場

合は、１７，１

２０円

Ｄ１９ ３，９６０，００１円以上 全額 左の支払命

令・徴収基

準額の１０パ

ーセントに

相 当 す る

額。ただし、

そ の 額 が

１７，１２０円に

満たない場

合は、１７，１

２０円

備考 省略 備考 省略

注１ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定する均等

割の額をいい、Ｃ２階層における「所得割の額」とは同項第

２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合には、

同法第３１４条の７、附則第５条第３項及び附則第５条の４第

６項の規定は、適用しないものとする。）の額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつた

場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次控

除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。

２ この表のＤ１階層からＤ１９階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）

注１ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定する均等

割の額をいい、Ｃ２階層における「所得割の額」とは同項第

２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合には、

同法第３１４条の７及び同法附則第５条第３項

の規定は、適用しないものとする。）の額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつた

場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次控

除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。

２ この表のＤ１階層からＤ１９階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）、所得税法等の一部を改正す

る等の法律（平成１８年法律第１０号）第１４条の規定による廃

止前の経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税
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及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に

関する法律（昭和２２年法律第１７５号）の規定によつて計算さ

れた所得税の額をいう。ただし、所得税の額を計算する場

合には、次の規定は、適用しないものとする。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項から第３項まで、第４１条

の２、第４１条１９の２第１項及び第４１条の１９の３第１項

� 省略

３～８ 省略

別表第２（第３条関係）

徴 収 基 準 額 表

及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１１年法律第

８号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に

関する法律（昭和２２年法律第１７５号）の規定によつて計算さ

れた所得税の額をいう。ただし、所得税の額を計算する場

合には、次の規定は、適用しないものとする。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項及び第２項 、第４１条

の２並びに第４１条の１９の２第１項

� 省略

３～８ 省略

別表第２（第３条関係）

徴 収 基 準 額 表

世帯の階層区分 徴収基準額

（月額）

加算基準額

（月額）

世帯の階層区分 徴収基準額

（月額）

加算基準額

（月額）階層

区分
定義

階層

区分
定義

Ａ 生活保護法による被保護

世帯（単給世帯を含む。）

及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関

する法律による支援給付

受給世帯

円

０

円

０ Ａ 生活保護法による被保護

世帯（単給世帯を含む。）

円

０

円

０

Ｂ～

Ｃ２

省略

Ｂ～

Ｃ２

省略

Ｄ１ Ａ階層

及びＢ

階層を

除き、

前年分

の所得

税の課

税世帯

であつ

て、そ

の所得

税の額

の区分

が次の

区分に

該当す

る世帯

１５，０００円以下 １０，８００ １，０８０ Ｄ１ Ａ階層

及びＢ

階層を

除き、

前年分

の所得

税の課

税世帯

であつ

て、そ

の所得

税の額

の区分

が次の

区分に

該当す

る世帯

３０，０００円以下 １０，８００ １，０８０

Ｄ２ １５，００１円から

４０，０００円まで

１６，２００ １，６２０ Ｄ２ ３０，００１円から

８０，０００円まで

１６，２００ １，６２０

Ｄ３ ４０，００１円から

７０，０００円まで

２２，４００ ２，２４０ Ｄ３ ８０，００１円から

１４０，０００円まで

２２，４００ ２，２４０

Ｄ４ ７０，００１円から

１８３，０００円まで

３４，８００ ３，４８０ Ｄ４ １４０，００１円から

２８０，０００円まで

３４，８００ ３，４８０

Ｄ５ １８３，００１円から

４０３，０００円まで

４９，４００ ４，９４０ Ｄ５ ２８０，００１円から

５００，０００円まで

４９，４００ ４，９４０

Ｄ６ ４０３，００１円から

７０３，０００円まで

６５，０００ ６，５００ Ｄ６ ５００，００１円から

８００，０００円まで

６５，０００ ６，５００

Ｄ７ ７０３，００１円から

１，０７８，０００円まで

８２，４００ ８，２４０ Ｄ７ ８００，００１円から

１，１６０，０００円まで

８２，４００ ８，２４０

Ｄ８ １，０７８，００１円から

１，６３２，０００円まで

１０２，０００ １０，２００ Ｄ８ １，１６０，００１円から

１，６５０，０００円まで

１０２，０００ １０，２００

Ｄ９ １，６３２，００１円から

２，３０３，０００円まで

１２３，４００ １２，３４０ Ｄ９ １，６５０，００１円から

２，２６０，０００円まで

１２３，４００ １２，３４０

Ｄ１０ ２，３０３，００１円から

３，１１７，０００円まで

１４７，０００ １４，７００ Ｄ１０ ２，２６０，００１円から

３，０００，０００円まで

１４７，０００ １４，７００

Ｄ１１ ３，１１７，００１円から

４，１７３，０００円まで

１７２，５００ １７，２５０ Ｄ１１ ３，０００，００１円から

３，９６０，０００円まで

１７２，５００ １７，２５０

Ｄ１２ ４，１７３，００１円から

５，３３４，０００円まで

１９９，９００ １９，９９０ Ｄ１２ ３，９６０，００１円から

５，０３０，０００円まで

１９９，９００ １９，９９０
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Ｄ１３ ５，３３４，００１円から

６，６７４，０００円まで

２２９，４００ ２２，９４０ Ｄ１３ ５，０３０，００１円から

６，２７０，０００円まで

２２９，４００ ２２，９４０

Ｄ１４ ６，６７４，００１円以上 全額 左の徴収基

準額の１０パ

ーセントに

相 当 す る

額。ただし、

そ の 額 が

２６，３００円に

満たない場

合は、２６，３

００円

Ｄ１４ ６，２７０，００１円以上 全額 左の徴収基

準額の１０パ

ーセントに

相 当 す る

額。ただし、

そ の 額 が

２６，３００円に

満たない場

合は、２６，３

００円

備考 省略 備考 省略

注１ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税法第

２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｃ２階層

における「所得割の額」とは同項第２号に規定する所得割

（この所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７、附則

第５条第３項及び附則第５条の４第６項の規定は、適用し

ないものとする。）の額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつた

場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次控除

して得た所得割の額又は均等割の額とする。

２ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法、租税特別措置法

及 び 災 害

被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律の規

定によつて計算された所得税の額をいう。ただし、所得税

の額を計算する場合には、次の規定は、適用しないものと

する。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項から第３項まで、第４１条

の２、第４１条１９の２第１項及び第４１条の１９の３第１項

� 省略

３～７ 省略

注１ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税法第

２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｃ２階層

における「所得割の額」とは同項第２号に規定する所得割

（この所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７及び同

法附則第５条第３項 の規定は、適用し

ないものとする。）の額をいう。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつた

場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次控除

して得た所得割の額又は均等割の額とする。

２ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法、租税特別措置法、所得税法等の一部

を改正する等の法律（平成１８年法律第１０号）第１４条の規定

による廃止前の経済社会の変化等に対応して早急に講ずべ

き所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律及び災害

被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律の規

定によつて計算された所得税の額をいう。ただし、所得税

の額を計算する場合には、次の規定は、適用しないものと

する。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項及び第２項 、第４１条

の２並びに第４１条の１９の２第１項

� 省略

３～７ 省略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の養育医療の給付等に要する費用の徴収に関する規則（以下「新規則」という。）別表第１の規定（徴収基準額表Ａの項世帯の

階層区分定義の欄に係る部分に限る。）及び別表第２の規定（徴収基準額表Ａの項世帯の階層区分定義の欄に係る部分に限る。）は、平

成２０年４月１日から適用する。

３ 新規則別表第１の規定（徴収基準額表Ａの項世帯の階層区分定義の欄に係る部分を除く。）及び別表第２の規定（徴収基準額表Ａの項

世帯の階層区分定義の欄に係る部分を除く。）は、平成２０年７月分以後の徴収額について適用し、同年６月分以前の徴収額については、

なお従前の例による。

平成２０年７月１日 発行

愛 媛 県 報平成２０年７月１日 第１９７７号外１
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